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摂食障害患者は、病識に乏しく一般医を受診することが多いが、そこから摂食障害の適切な

治療に結びつかない場合が少なくない。また、摂食障害は患者の生殖機能を障害し、将来の妊

娠・出産・育児に重篤な影響を与えて心身のさまざまな問題をきたしやすく、産婦人科医の積極

的な役割が求められる。 

摂食障害では、発症初期に無月経や月経不順を主訴として産婦人科を受診することが多い。

この際に適切な初期対応を行うための課題について検討する。産婦人科診療施設へのアンケ

－ト調査をもとに、本症の長期的管理および多面的支援のための課題を明らかにする。 

郵送によるアンケ－ト調査を行った。対象は日本産科婦人科学会専攻医指導施設 637 施設

（全国調査/病院調査）、大阪府における専攻医指導施設以外の医療機関 711 施設（大阪府調

査/診療所調査）である。 

アンケート回収率は 32.4％（437/1348件）であった。摂食障害の診療経験は神経性やせ症

が 58.6％、神経性過食症が 20.8％であり、人数は 1人から 2人が多かった。神経性やせ症で

は、68.5%が精神症状や身体症状の改善のために精神科や心療内科へ紹介していた。一方他科

からの紹介を受けて診療した経験は 38.9%であり、紹介理由として最も多いのは月経不順・

無月経であった。ホルモン治療を行なう選択基準において、全身状態、年齢で判断している施

設・医師が最も多く、次いで BMIや標準体重であった。摂食障害の周産期診療の経験は 22-

40％、不妊治療は 23-26％、骨量減少は 22-31％であった。今後診療を積極的に行う、もしく

は時々行うと答えた施設・医師は、約半数であった。今後の診療に関する支援について、相談

できる医療機関のリスト、初期診療の摂食障害対応マニュアル、専門医療機関との連携ガイ

ドラインがあげられ、9割以上の施設・医師が重要もしくは必要と回答した。 

産婦人科医師が摂食障害の診療にかかわる機会は多くみられ、他科との連携も行われてい

る実情が明らかになった。神経性やせ症に対してホルモン治療を行なう際、その判断基準に

ばらつきがみられた。ホルモン治療を行なうかどうかの選択基準に関して、産婦人科医にと

っての適切な指標がないことが推測された。摂食障害の周産期診療、不妊治療は少なからぬ

医師が経験しており、妊娠・出産の観点での本症の問題の重要性が推測された。半数の医師

は今後診療を行うが、残りの半数は診療に消極的、困難と答えており、産婦人科での本症診

療の難しさがうかがえる。産婦人科医が本症の診療に積極的にかかわるには、①相談できる

医療機関のリスト、②初期診療の摂食障害対応マニュアル、③専門医療機関との連携ガイド

ラインが必要である。 



産婦人科医師が摂食障害の診療にかかわる機会は多くみられ、他科との連携も行われ診療

の重要性は認知されている。しかし、半数の施設・医師は今後診療に消極的、困難であると

回答しており、産婦人科と専門施設との連携が今後の重要な課題である。 

Ａ．研究目的 

摂食障害(ED: eating disorder)の中でも

神経性やせ症は、発症初期に無月経や月経

不順を主訴として産婦人科を受診すること

が多い。患者は病識に乏しいため身体症状

としての月経異常を訴えるのである。この

際に産婦人科において適切な初期対応が行

われれば、本症の初期治療へとつながる。

さらに摂食障害は発症が若年期で長期に経

過することから、患者の生涯にわたる健康

に影響する。妊娠、出産、出産後の子育て

の面で様々な心身の問題をきたしやすく、

産婦人科における積極的な役割が求められ

る。 

本研究では、EDの適切な初期対応を行

う上での課題を明らかにし、また治療につ

なぐための他診療科・他施設との連携の現

状、整備上の課題を明らかにして、本症の

長期的管理の一端を担い、患者への多面的

支援を行うことを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

産婦人科の診療施設へ調査票を発送して

アンケ－ト調査を行った。対象は日本産科

婦人科学会専攻医指導施設 637施設である。

これらは大学病院や総合病院であり、実際

に ED の診療にあたるのは、地域の私立病

院や診療所が多いことが考えられる。この

ため、地域における診療所などへの調査も

必要である。そこで大阪府における専攻医

指導施設以外の医療機関 711 施設へもアン

ケート調査を行った。 

アンケ－ト内容の概要は、以下である。 

①産婦人科医師が ED を診療する機会に

ついて 

②EDの産婦人科的治療の適応について 

③他診療科との連携の現状について 

④EDの診療を行う上での課題について 

（倫理面への配慮） 

本分担研究はヘルシンキ宣言（世界医師

会）および疫学研究に関する倫理指針、臨

床研究に関する倫理指針（厚生労働省）を

遵守して施行した。また研究実施機関にお

ける倫理委員会の承認を経た。 

1）インフォームド・コンセントの方法と

その説明事項 

対象は産婦人科診療機関であり、ED患

者本人や家族等の相談者を対象としない。

人体から採取された試料は用いず、診療記

録も参照しない。従ってインフォームド・

コンセントを求める手続きは行わない。 

2）研究等の対象とする個人の人権擁護

（プライバシーの保護など） 

アンケートの対象は産婦人科診療機関で

あり、記入者は機関を代表する医師であ

る。調査票には個人を特定できる質問項目

は含まれない。 

3）研究等によって生じる個人の安全性・

不利益に対する配慮 

調査票には患者に関する個人情報を記入

しないため、患者個人の安全性の問題や不

利益は生じない。回収した調査票は精神保

健研究所心身医学研究部に設置した鍵のか

かる保管庫にて一時管理されたあと大阪樟



蔭大学に送付され、データ入力され USB

メモリに記録され、その媒体は鍵のかかる

研究室の引出しに保管する。調査票や電子

媒体のデータは、研究終了速やかに破棄す

る。 

4）被験者への結果説明 

本研究では産婦人科診療機関を対象と

し、個人を対象としておらず、当該機関お

よび全機関での集計結果のみが得られる。

調査結果は、Web等での公表により調査協

力機関が閲覧できるようにする。 

 

Ｃ．研究結果 

平成 28年 3月 10日～4月 10日の期間に

アンケートを発送し回収した。 

1) 調査対象施設・医師の背景 

 
全国調査の回答率は 245件/637件の

38.5%、大阪府調査は 192件/711件の

27.0%と有意に全国調査での回答率が高か

った。有効回答のうち、卒後年数が 21年

以上の医師が占める割合が両群とも最も多

く、全国調査 185件(75.5%)、大阪府調査

149件(77.6%)であった。勤務施設に関し

ては、全国調査は日本産科婦人科学会専攻

医指導施設を、大阪府調査は専攻医指導施

設に属さない医師を対象としているため、

表 1のごとく両群間で有意差があった。 

2) 産婦人科における EDの診療経験 

 

神経性やせ症の診療経験は全国 53.9%, 大

阪府 65.6%と大阪府において有意に診療経

験が多かった。（P<0.05）神経性過食症の

診療経験は全国 15.7%, 大阪府 29.2%と大

阪府において有意に診療経験が多かった。

（P<0.05）過食性障害、回避・制限性摂取

症の診療経験は全国、大阪府との間に有意

差はなかった。摂食障害の中で神経性やせ

症が全国、大阪府ともに最も経験している

疾患であった。 

 

3) 産婦人科から他科（精神科・心療内

科・内科）への紹介 

 

産婦人科から他科への紹介率は、全国、大

阪府ともに神経性やせ症（全国 68.5%, 

大阪府 68.7%)および回避・制限性食物摂

取症(全国 100%, 大阪府 100%)で有意に高

く、神経性過食症(全国 38.6%, 大阪府

50.0%)と過食性障害(全国 26.3%, 大阪府

33.8%)は前 2疾患と比較し低かった

(p<0.01)。紹介する際、精神科もしくは心

療内科への紹介（全国 86.8%, 大阪府

88.6%)が、内科もしくはその他の科よりも

有意に多かった。紹介理由は、精神症状の

改善のためが 52％、身体症状の改善のため

が 40％であった。  



4) 他科（精神科、心療内科、内科）から

産婦人科への紹介 

 

神経性やせ症の患者を他科（精神科、心療

内科、内科など）からの紹介を受けて診療

した経験は全国で 38.9%と大阪府 26.3%と

比較して多かった(p<0.05)。他科からの紹

介理由として最も多いのは「月経不順、無

月経」（紹介理由のなかでの割合：全国

72.4%, 大阪府 81.4%）であった。他科か

らの紹介理由として月経関連以外に、不妊

治療、周産期管理も挙げられた。 

5) EDに対する消退出血を起こさせる目的

としてのホルモン治療について 

 

EDに対するホルモン治療を行なう選択基

準において、全国・大阪府間で有意な違い

はなく、ともに全身状態（全国 38.4%、大

阪府 34.0%)、年齢(全国 25.6%、大阪府

27.3%)で消退出血を起こすかどうか判断し

ている施設・医師が多かった。次いで

BMI（全国 17.2%、大阪府 19.3%)、標準

体重（全国 11.7%、大阪府 11.2%)が挙げ

られた。一方、全例ホルモン治療する、も

しくは全例ホルモン治療しないという回答

も少数みられた（表 5-1）。EDに対するホ

ルモン治療の判断に標準体重を用いる場

合、80%以上、または 70%以上と回答した

施設・医師が多かった(表 5-2)。BMIを用

いる場合、17以上と回答した施設・医師

が最も多かった。15未満で治療するとの

回答は少数であった(表 5-3)。 

6) EDに対する不妊治療、周産期管理、骨

粗鬆症の診療経験について 



 
 

EDの不妊治療経験は全国・大阪府の間で

有意差を認めなかった。周産期診療の経験

は有意に全国で多かった(p<0.001)。骨粗

鬆症治療経験も有意に全国で多かった

(p<0.05)。 

 

7) 今後の ED診療を行なう予定があるか

どうかについて 

 

今後の ED診療を積極的におこなう、もし

くは時々おこなうと答えた施設・医師は、

全国・大阪府ともに約半数であった(NS)。 

 

8) EDの診療に今後必要と考えられる支援

について 

 
全国・大阪府ともに共通して、医療機関の

リスト、ED対応マニュアル、専門医療機

関との連携ガイドラインが必要と答えた施

設・医師が 90%を越えていた。一方、診療

報酬のアップに関しては前 3項目と比較し

て有意に(p<0.001)低かったが、60%以上

の施設・医師が必要と回答していた。 

 

Ｄ．考察 

摂食障害の診療経験をみると、過去 5 年

間に神経性やせ症は約 6 割、神経性過食症

は約 2 割の医師が経験しており、診療人数

は 1人から 2人が多かった。他科との連携

をみると、神経性やせ症を経験した医師の

うち、7 割近くが精神科や心療内科へ紹介

していた。また、他科からの紹介を受けて診

療した経験は 4 割であった。このように、

産婦人科医師が摂食障害の診療にかかわる

機会は多くみられ、他科との連携も行われ

ている実情が明らかになった。 

神経性やせ症の無月経に対してホルモン

治療を行なう選択基準において、全身状態

や年齢で判断している割合が多く、BMIや

標準体重などの具体的な数字で判断してい

る割合の方が低かった。BMIや標準体重を

選択基準とする場合でも、判断基準にばら

つきがみられた。ホルモン治療を行なう選

択基準に関して、産婦人科医にとっての適

切な指標がないことが推測された。 

摂食障害は発症が若年期で長期に経過す

ることから、患者の生涯にわたる健康に影

響し、妊娠、出産、出産後の子育ての面で

様々な心身の問題をきたしやすい。妊娠・出

産の観点からの質問では、摂食障害の周産

期診療の経験は 22-40％、不妊治療は 23-

26％であり、少なからぬ医師が経験してお

り、この問題の重要性が推測された。 

今後診療を行う予定は約半数であり、摂

食障害患者診療の重要性は認知されている

ものと思われる。しかし残りの半数は診療

に消極的、困難と答えており、産婦人科での

本症診療の難しさがうかがえる。 

摂食障害の専門医や専門施設が極めて少

ないことから、産婦人科などの一般科と専

門施設との連携は難しいのが現状である。



この問題の解決には、①相談できる医療機

関のリスト、②初期診療の ED 対応マニュ

アル、③専門医療機関との連携ガイドライ

ンが必要であり、これらにより本症の診療

に積極的にかかわる産婦人科医師が増える

と考えられる。 

 

Ｅ．結論 

産婦人科医師が摂食障害の診療にかかわ

る機会は多くみられ、他科との連携も行わ

れ、診療の重要性は認知されている。しか

し、今後診療を積極的、あるいは時々行う

予定の施設・医師は約半数である一方で、

残りの半数は今後診療に消極的、困難であ

ると回答している。このことは、産婦人科

などの一般科と専門施設との連携が極めて

難しい現状を浮き彫りにしている。産婦人

科と専門施設が連携するために、今後の方

策を立てることが必須であると考えられ

る。 

 

Ｆ．研究発表 

1. 論文発表 

なし 

2. 学会発表  

1) 甲村弘子: 第 135回近畿産科婦人科学

会学術集会 教育講演「神経性やせ症

～産婦人科医の対応」平成 28年 10月

23日 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 なし 

2. 実用新案登録 なし 

3. その他 なし 

 

 


